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１．２０１８年度事業活動方針

　
　一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会（以下SIPSという）は、グローバルの視点からサプライチェーンにおける情報連携のプラットフォーム構築を目指して、国連CEFACT日本委員会の下に設置された研究会である。また、SIPSは国内におけるビジネスインフラ構築を進めてきた任意団体サプライチェーン情報基盤研究会の成果（ビジネスインフラガイドブックおよびその他タスクフォースの成果）を継承し、グローバルな情報連携との相互運用性を保ちながら、その成果を金流・商流・物流の情報連携を含め、サプライチェーンに関る業務・業種に幅広く拡充してゆく役割も担っている。

 2018年度は、昨年度に行われた中小企業庁の企業間データ連携実証検証の普及拡大や本年度末から始まる全銀EDIシステムのサービス開始など、業界横断EDI仕様の本格的な利用が始まることを踏まえ、日本語版共通辞書、業界横断EDIメッセージおよび各種コード表の登録・公開と活用支援を行う基盤整備を実施した。
　また、国内外の商取引環境等の変化(注１)を捉え、新たな技術（注2）に対応するビジネスインフラの枠組みの中で、国際標準と連動する業界横断EDI仕様の新分野への展開を図ることを活動方針とした。
（注1）WTO貿易円滑化協定などの新たな国際取引の枠組み、および金融
と商取引における情報連携の推進など。
（注2）IOT、ビッグデータ、インダストリー4.0、ブロックチェーンなど。
２．運営体制

　SIPSは国連CEFACT日本委員会の下に設置された作業グループの一つであり、かつSIPS会員の意向に従い自主的に運営される一般社団法人である。よって、SIPSの事業活動は、SIPS会員の合意に従い、国連CEFACT日本委員会の方針に沿って遂行された。

　SIPSの事業活動計画を立案し、その活動を支援し、また管理するために、SIPS総会の下に理事会が設置された。

　理事会は、SIPS事業の運営および事業の実施に必要な組織・予算等の事業企画を行い、総会の承認を得た上で、具体的に事業を推進するための課題について検討する次のタスクフォースを設置した。
· 国際連携タスクフォース

· 国際／業界横断EDIタスクフォース

· 金流商流情報連携タスクフォース

　2018年度も、SIPSの活動をより積極的に産業界に浸透させ、合わせてSIPSの事業収支を改善させることを目的にコンサルティング受託を含む収益事業を展開した。
　SIPSの事務局は、総会で承認された計画に基づき理事会およびタスクフォースの活動を支援した。事務局運営の一部は、一般財団法人日本貿易関係簡易化協会（事務所サービス）および株式会社日経コンサルタント（事務処理支援サービス）に委託した。

　SIPSの事業活動の内、理事会で必要と認めた作業は、必要に応じてEDI専門のコンサルタントであるビジネスインフラ研究所（所長　菅又久直）に委託した。
　委託内容には次の作業を含む。
· SIPS事業のプロジェクト管理
· 会議（総会、理事会、幹事会、タスクフォース等）資料の作成
· SIPS WEBページの更新
· 業界横断レジストリの登録・更新
· 国際会議報告書の作成
· 国連CEFACT共通辞書の日本語版作成（18B）
· SIPS事業委託（日本語共通辞書16B=>18A更新）の支援作業
３． 総会及び理事会
３．１　総会
　2018年度定時社員総会は、社員総数20名の内15名が出席し、下記要領にて開催され、全ての決議事項は承認された。
日時：2018年6月13日　15時～16時30分


場所：機械振興会館　6-62会議室

決議事項：
· 社員総会出席定数確認
· 2017年度事業報告
· 2017年度事業収支報告
· 2017年度事業監査報告
· 2018年度事業計画
· 2018年度事業収支計画
· 業務執行理事への業務委託
３．２　理事会
2018年度においては、次の7名の理事および1名の監事により理事会を構成し、2回の理事会を開催した。

＜2017年度理事及び監事＞


代表理事
森田　勝弘
内閣官房　CIO補佐官

業務執行理事
菅又　久直
ビジネスインフラ研究所

理事

堀内　一
UMLモデリング推進協議会

理事

兼子　邦彦
小島プレス工業株式会社

理事

遠城　秀和
NTTデータシステム技術株式会社
理事

稲野　清治
株式会社グローバルワイズ

理事

藤野　裕司
株式会社データ・アプリケーション
監事

菊川　正博
一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会

（1） 第1回理事会
日時：2018年5月16日　15時～17時


場所：機械振興会館　6-60会議室

審議事項：


・一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会会員および社員

・一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会役員

・2017年度事業報告

・2017年度収支報告

・2017年度事業監査報告

・2018年度事業計画

・2018年度事業収支計画
 ・業務執行理事への事業委託
（2） 第2回理事会
日時：2018年6月13日　16時30分～17時


場所：機械振興会館　6-62会議室

審議事項：

　・業務執行理事への業務委託（詳細内容）
４．国際連携タスクフォース活動
　国際連携タスクフォースは、新たな経済連携協定や貿易円滑化協定などの国際取引の枠組みの中で、商取引・金融・生産の情報連携による第4次産業革命の推進に対応したビジネスインフラ構築のために、関連タスクフォースと国連CEFACT日本委員会・標準促進委員会と協力して、国連CEFACTおよびアジア地域における国際連携調査研究を行った。
４．１　国際連携タスクフォース会議

国際連携タスクフォース会議は、堀内一（UMLモデリング推進協議会）リーダーの下、会員委員15名、賛助会員委員3名、およびオブザーバー2名の参加により、ラウンドテーブル及び4回のタスクフォース会議を通して次の調査研究を行った。
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第1回タスクフォース

　2018年7月11日

13

・2018年度活動計画

・国連CEFACTフォーラム報告

・AFACT総会報告

・国連CEFACTにおけるブロックチェーンの取り組み

・国連CEFACTにおけるIoTの取り組み

第2回タスクフォース

　2018年9月19日

10

・国連CEFACTへのXMLメッセージ設計ガイドライン

　＝＞現状とプロジェクト提案の検討

・2018年度ラウンドテーブルについて

第3回タスクフォース

　2018年11月14日

7

・国連CEFACTプロジェクト提案

　＝＞eGovermentプロジェクト

　＝＞IoTプロジェクト

　＝＞オーケストラレーション

・XMLメッセージ設計ガイドライン

　＝＞国連CEFACTプロジェクト提案

　＝＞国内事業企画

・共通語彙記述仕様

・ラウンドテーブル計画

第4回タスクフォース

　2019年1月9日

9

・XMLメッセージ設計ガイドライン

　　＝＞要件定義

・ラウンドテーブル計画

・国連CEFACT出荷納入プロセス

・国連ESCAP Paperless Trade相互認証

ラウンドテーブル

　2019年1月31日

13

・IoTによるアセット追跡

・クラウドERP+EDIサービス

・国連CEFACT標準によるメッセージ設計


4．2　国連CEFACTにおける国際標準化とその普及
（１）国連CEFACT日本委員会の下、国連CEFACTにおける手法技術PDA、サプライチェーンPDA、およびライブラリ管理チームに参加し、日本提案を含む標準の策定・保守と普及に貢献した。
2018年度における国連CEFACTへのSIPS提案の主な成果は次のとおり。
· 日本における中小企業共通EDI促進のため、中小企業庁の「中小企業・小規模事業者決済情報管理支援事業」に関わるBIEを国連CEFACTに提案し、ハーモナイゼーションが完了した。
· 国内における国連CEFACT標準の普及推進のために整備してきた業界横断EDI仕様のフレームワークの考え方を国際展開するため、XMLメッセージ構築ガイドラインプロジェクトを提案した。
一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会の依頼により参加した国連CEFACT関係会議は次の通り。
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第31回国連CEFACTフォーラム

第24回国連CEFACT総会

2018年4月22日～5月3日

ジュネーブ（スイス）

＜国連CEFACTフォーラム＞

・サプライチェーンPDA

　＝＞日本提案のJIT製造プロセスは完了し、追加BIEはCCL18Aに掲載。

　＝＞欧州航空機業界提案のVMIプロセス用の在庫消費報告の審議を開始。

　＝＞サプライチェーン参照情報モデルでJITおよびVMI対応の拡張プロジェクト提

案。

　＝＞金融業務領域にてPOファイナンスBRSが公開レビュー。

　＝＞中国よりeCommerce用品質照明プロジェクトの提案。

・手法／技術PDA

　＝＞辞書発行様式プロジェクトはウィーン大学にて作業中。

　＝＞標準文書ヘッダーにつきOASIS標準とのマッピング完了。

　＝＞国連CEFACT共通辞書 CCL18Aのハーモナイゼーション及びバリデーショ

ン完了。

・IoTミニコンファレンス

　＝＞IoT技術概要

　＝＞IoTビジネスアプリケーション

　＝＞技術相互運用性

　＝＞分野別事例

・ブロックチェーン・ミニコンファレンス

　＝＞国連CEFACTブロックチェーン白書の紹介。

・人間に関わるIoTデータの取り扱い

　＝＞日本より提案し、IoT白書プロジェクトの一部として進める。

＜国連CEFACT総会＞

・ビューロー議長選挙

　＝＞Sue Provert（英国）が選出された。

・標準及び勧告発行の承認。

・国連CEFACT の活動を国連の戦略である 17 のSDGに貢献させようとの戦略プ

ロジェクトが今後注目を浴びる。

第32回国連CEFACTフォーラム

2018年10月13日～10月20日

杭州（中国）

＜eBusinessサミット＞

・中国におけるeBusiness進展状況

　＝＞米国との貿易摩擦

　＝＞越境電子商取引

　＝＞ビッグデータ（アリババ）

　＝＞ブロックチェーン（テンセント）

＜国連CEFACTフォーラム＞

・フォーラムPDA体制の変更

　＝＞サプライチェーンPDAは国際サプライチェーン（ISC）PDAに拡大。

　＝＞ISCにオーケストラライションドメイン新設。

・国際サプライチェーン

　＝＞スケジューリング・プロジェクトのVMI用BIEハーモナイゼーション完了。

　＝＞欧州航空宇宙業界より受領通知（Receiving Advice）プロジェクト提案。

　＝＞中国提案の電子商取引品質証明（eQuality）プロジェクトが開始される。

・制度PDA（電子政府ドメイン）

　＝＞IoT白書の編集続行。

　＝＞Digital IDの調査研究。

　＝＞GDPR各国対応の取り組み紹介。

・手法技術PDA

　＝＞SIPSよりXMLメッセージ構築ガイドラインプロジェクトの提案。

　＝＞CCL18Bのバリデーション実施。

・オーケストラレーション（コンファレンス）

　＝＞RESTfulアーキテクチャスタイルによる国連CEFACTメッセージ標準のWEB

化に向け、３つのプロジェクトが提案された。

　　　→参照データモデルからAPIを策定する手法定義

　　　→上記手法によるAPIの開発

　　　→Webサービス発見プロトコルの定義


（２）AFACTを通じ、アジア各国の情報連携電子化状況とその取組みを調査するとともに、国連CEFACT標準に基づくSIPSビジネスインフラの普及を図った。なお、本年の主催国バングラディシュの都合で、AFACT会議は年1回の総会だけが開催された。
2018年度は国連ESCAP主催のAPTFF（Asia Pacific Trade Facilitation Forum）は開催されなかった（2年に1回）。
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AFACT会議

2018年5月8日～13日

ダッカ（バングラディッシュ）

・AFACT運営会議／総会

　＝＞参加国：日本、台湾、タイ、バングラディッシュ。

　＝＞参加者国が少なく、規約の変更が必要。

　　　　→総会成立条件：参加5か国以上とする。

　＝＞2019年ホスト国：タイ

・作業グループ（BDC/TMC/CSC）合同会議

　＝＞国連CEFACTのeCERTと国際植物防疫条約

（IPPC）をカバーする仕組みの紹介（タイ）。

　＝＞eCommerce簡便貿易手続きの検討（台湾）。

　＝＞国連CEFACT技術動向（菅又）

・eBusinessサミット：バングラディッシュ国内向け啓発

セミナ

　＝＞貿易のためのDigital Identity（タイ）

　＝＞Digital Trade紹介（台湾）

　＝＞貿易のための国連CEFACT標準（菅又）

　＝＞日本のシングルウィンドウ（祁答院）


4．3　新生技術対応ビジネスインフラ研究
将来のビジネスインフラの要素技術となりえる、AI、IOT、FinTech、ビッグデータ、サイバーセキュリティなどの調査研究のため、有識者によるラウンドテーブルを開催した。
開催日時：2019年1月31日　10:30~17:00

開催場所：機械振興会館　会議室
出席者：有識者講師（1名）、SIPS会員（10名）、事務局（2名）
審議内容：
· IoTによるアセット追跡


株式会社ウフル　古城篤
· クラウドアプリケーションとEDI
株式会社スマイルワークス　坂本恒之
· 業界横断EDI仕様とXMLメッセージ
一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会　菅又久直
· 自由討議
５．国際／業界横断EDIタスクフォースの活動
国際／業界横断EDIタスクフォースは、業界横断EDI仕様の拡充を図るとともに、国内における展開および海外現地取引への適用を推進することをテーマに活動を行った。
５．１　国際／業界横断EDIタスクフォース会議
国際／業界横断EDIタスクフォースは、兼子邦彦（ITコーディネータ：小島プレス工業株式会社）リーダーの下、会員委員27名、賛助会員委員6名、およびオブザーバー2名の参加により、延べ5回のタスクフォース会議の審議を通して次の調査研究を行った。
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第1回タスクフォース

　2018年7月3日

16

・2018年度活動計画

・業界横断EDIレジストリ状況

　＝＞国連CEFACT 2018A 日本語対応

　＝＞業界横断EDIメッセージ仕様V4

　＝＞共通コード表V4

・業界横断EDI仕様の国内展開

　＝＞中小企業共通EDI整備状況

第2回タスクフォース

　2018年9月6日

17

・業界横断EDIの国際標準化推進

　＝＞業界横断EDIレジストリ英語化

・業界横断EDIの国内業界展開

　＝＞軽減税率／インボイス対応

・今後の活動

　＝＞国内業界との連携

　＝＞IoT企業間連携の検討

　＝＞クラウド間相互運用性の検討

第3回タスクフォース

　2018年10月23日

20

・業界横断EDI仕様V5

　＝＞軽減税率／インボイス対応

　＝＞金融EDI情報として格納すべき商流情報

・業界横断EDI仕様の管理プロセス

　＝＞国連CEFACT日本委員会標準

・国連CEFACTフォーラム報告

　＝＞NDR for CCBDAプロジェクト報告

　＝＞クラウド対応EDIの新方式

・業界横断EDI仕様の国内展開

第4回タスクフォース

　2018年12月12日

19

・業界横断EDI仕様の管理プロセス

　＝＞国連CEFACT日本委員会標準

・業界横断EDI仕様V5

　＝＞軽減税率／インボイス対応

　＝＞国連CEFACT CCLサブミッション

・国際標準化テーマへの提案

第5回タスクフォース

　2019年1月22日

16

・軽減税率／適格請求書対応

　＝＞実施方式検討

　＝＞金額集計／税計算BBIE

・業界横断EDI参照メッセージV5

　＝＞注文／注文回答／出荷通知／請求書

・国連CEFACTサブミッション


5． ２　SIPS業界横断EDI仕様の国際標準化推進
· 製造JITプロセス、中小企業SIPS共通EDIおよび金融EDI国内実装に必要な情報項目（152件）を国連CEFACTライブラリ・メインテナンス・チームに提案し、ハーモナイゼーションを実施し、共通辞書（CCL18A及びCCL18B）に反映した。
· 国内税制改正（軽減税率／適格請求書保存方式）に対応するため、追加すべき必要な情報項目（19件）を国連CEFACTライブラリ・メインテナンス・チームに提案した。
· 業界横断EDIレジストリの英語化を行い、SIPS業界横断データ辞書フレームワークの国際展開に踏み出した。
５．３　SIPS業界横断EDI仕様の国内業界への展開
· 国連CEFACT標準（SIPS業界横断EDI仕様）準拠メッセージ採用の実証プロジェクト3件が採用された。また、当該プロジェクトのメッセージに必要な日本語対応業界横断EDI辞書（18Aおよび18B）の整備を行い、SIPSレジストリより公開した。
· 国連CEFACT共通辞書（18A）に対応した業界横断EDI参照メッセージV4および共通コード表V4を整備し、SIPSレジストリより公開した。
· 全銀EDIに対応した商流情報を格納できる支払通知メッセージを整備した。
· 国内税制改正（軽減税率／適格請求書保存方式）に対応する情報項目の分析を行い、それらを反映した業界横断EDI参照メッセージV5および共通コード表V5を整備した。
· 国内で使用する業界横断EDI辞書、業界横断EDI参照メッセージおよび業務領域メッセージの公開にあたっての「業界横断EDI仕様の管理手順」をとりまとめた。
６．金流商流情報連携タスクフォースの活動

　金流商流情報連携タスクフォースは、金融業界の決済高度化に向けた戦略的取組みに呼応した産業界への実装準備を推進するとともに、金流商流情報の利活用に関する研究を行った。
６．１　金流商流情報連携タスクフォース会議
金流商流情報連携タスクフォースは、遠城秀和（NTTデータシステム技術株式会社）リーダーの下、会員委員24名、賛助会員委員8名、およびオブザーバー2名の参加により、延べ4回のタスクフォース会議の審議を通して次の調査研究を行った。
[image: image5.emf]TF会議 参加人数 審議事項

第1回タスクフォース

　2018年7月24日
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・2018年度活動計画

　＝＞金流商流情報連携基盤の推進

　＝＞金流商流情報の利活用分野の調査

・SIPS支払通知メッセージ

　＝＞軽減税率／適格請求書保存方式対応

　＝＞国連CEFACT CCL追加項目検討

・ISO20022メッセージ導入ガイド

　＝＞システム開発者用

第2回タスクフォース

　2018年9月26日

21

・ISO20022メッセージ導入ガイド

・全銀EDIシステム説明会の全国展開紹介（全銀協）

・軽減税率／適格請求書保存方式対応検討

　＝＞業界横断EDI参照メッセージ（請求書）

　＝＞金融EDI用支払通知メッセージ

・リアルタイム原価計算について

　＝＞IoTの活用

　＝＞関節労務費のとらえ方

第3回タスクフォース

　2018年12月4日

18

・軽減税率／適格請求書保存方式対応検討

　＝＞国連CEFACT追加申請項目審議

・MIMEヘッダーのサブタイプ登録

　＝＞Content-Type: applicationにvnd.ciedi追加

・SCCCおよびリアルタイム原価計算検討報告

第4回タスクフォース

　2019年2月19日

17

・軽減税率／適格請求書保存方式対応検討

　＝＞支払通知メッセージ最終案

・業界横断EDI仕様の管理

　＝＞業界横断EDI仕様の管理手順

　＝＞業界横断EDI仕様の技術審査要領

・2019年度TFテーマ自由討議

　＝＞軽減税率／適格請求書保存方式対応メッセージの解説

　＝＞金融サービスの調査研究とSCMへの適応可能性

　＝＞金融EDIの商流情報ハーモナイゼーション

　＝＞SCCCおよびリアルタイムCCCの継続検討


６．２ 金流商流情報連携基盤の推進
· 金融EDI商流情報格納用の支払通知メッセージを策定。
· ISO20022 XMLメッセージ導入ガイドの策定。及びISO20022メッセージに格納するときに必要なMIMEヘッダーの検討を実施。
· 軽減税率／適格請求書保存方式への金流商流情報連携関連の情報項目の特定と、国連CEFACT共通辞書への追加要求項目の特定を行った。
· 国連CEFACT標準準拠の業界横断EDIメッセージを検証するための「業界横断EDI仕様の技術審査要領」をまとめた。

６．３ 金流商流情報の利活用分野の調査
· リアルタイム原価計算の試行についての調査検討を実施。
· SCCCおよびリアルタイム原価計算についての実効性につき検討を行った。

７．収益事業報告
SIPSの活動をより積極的に産業界に浸透させ、合わせてSIPSの事業収支を改善させることを目的に、中小企業庁の決済情報管理支援事業の一貫として業界横断EDI仕様適用促進に関わる調査を収益事業として行った。
７．１　国連CEFACT共通辞書最新版日本語化対応
（１）国連CEFACT共通辞書の日本語化
· CCL16BからCCL17A対応に改修
· CCL17AからCCL17B対応に改修
· CCL17BからCCL18A対応に改修
（２）業界横断EDIレジストリへ登録
· 受託元
特定非営利活動法人ITコーディネータ協会

￥１，０７３，９５２
８．業務執行理事への委託業務報告
　SIPS活動を円滑におこなうため、2018年度総会にて承認された以下の作業につき、ビジネスインフラ研究所（所長：菅又久直）に委託した。
８．１　SIPS定例業務の委託
[image: image6.emf]委託作業項目 予定価格 予定価格税込 実績

SIPSプロジェクト管理

720,000 777,600 777,600

委員会資料作成

600,000 648,000 615,600

レジストリ登録管理

150,000 162,000 97,200

WEB更新

180,000 194,400 194,400

国際会議報告

120,000 129,600 129,600

共通辞書日本語化（18A=>18B)

494,400 533,952 152,280

2,264,400 2,445,552 1,966,680


８．２　SIPS受託の再委託
[image: image7.emf]委託作業項目 予定価格 予定価格税込 実績

共通辞書日本語化（16B=>18A)

事業収入（\1,073,952）

300,000 324,000 533,952
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